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序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文序　　　　文

　トルコ共和国（以下、トルコと略す）は近年の輸出入貨物量の増大に伴い、新規港湾の建設

や、旧式化した既存港の改良の必要に迫られている。このため同国運輸通信省鉄道港湾空港建設

総局（ＤＬＨ）は、港湾の建設や改良のための模型実験を行うことを目的とした港湾水理研究セ

ンター（以下、センターと略す）の建設を計画、この分野で先進技術と経験をもつ日本に技術協

力を要請してきた。

　国際協力事業団はこれに応えて、平成５年以降、事前・長期の各調査を重ねた結果、平成６年

11月に実施協議調査団を派遣して討議議事録（Ｒ／Ｄ）の署名を取り交わし、平成７年１月から

５年間のプロジェクト方式技術協力「トルコ港湾水理研究センター」計画を開始した。

　今般は、協力を開始して３年を経て中間点に達したことから、これまでのプロジェクトの進捗

状況を把握・評価し、プロジェクト終了までの協力計画について協議するため平成10年７月27日～

８月７日まで、京都大学防災研究所教授　高山知司氏を団長とする巡回指導調査団を現地に派遣

した。その結果、本プロジェクトは日本側及びトルコ側関係者の努力によって、順調に成果をあ

げてきており、トルコ政府からも高い評価を得ているとの報告を得た。

　本報告書は、同調査団による調査及び協議結果を取りまとめたものであり、今後の協力実施に

あたって関係各方面に広く活用されることを願うものである。

　最後に、調査団の各位をはじめ、ご協力いただいた外務省、文部省、運輸省、在トルコ日本大

使館など、内外関係各機関の方々に深く謝意を表するとともに、今後も一層のご支援をお願いす

る次第である。

平成10年９月
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１．巡回指導調査団派遣１．巡回指導調査団派遣１．巡回指導調査団派遣１．巡回指導調査団派遣１．巡回指導調査団派遣

１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的１－１　調査団派遣の経緯と目的

　三方を海に囲まれ、ヨーロッパと中東及び中央アジアの接点に位置するトルコにおいては、経

済の発展や生活の多様化により取扱貨物量が年々増え、港湾の整備・開発が急務となっている。

しかしながら国内の港湾は旧式化しているうえ、十分な設計検討がなされないままに建設が進め

られたため、港湾施設の20～30％に何らかの破損が生じる事態となっている。これに対処するに

は、防波堤や岸壁などの構造物の安定性や港の静穏度などを検討するための水理模型実験や数値

解析を行ったうえで、設計することが不可欠となる。しかしながら、港湾建設を所轄するＤＬＨ

は実験施設を有していないことから、トルコ政府は実験施設の整備を計画し、港湾構造物等を合

理的・経済的に計画・設計する技術の確立を図るため、我が国に対しプロジェクト方式技術協力

を要請してきた。

　この要請を受けてＪＩＣＡは1993年７月に事前調査、1994年２月に長期調査を行い、同年11月

に実施協議調査団を派遣してＲ／Ｄの署名を取り交わし、港湾の開発整備における計画・設計等

にかかわる水理模型実験、数値解析、現地観測等の技術分野について1995年１月１日から５年間

の協力を開始した。

　本「港湾水理研究センター」プロジェクトは開始から３年あまりが経過し、協力の中間点から

終盤にさしかかったところである。本巡回指導調査においては、これまでの活動実績、投入実

績、計画達成度を調査、確認し、これらの実績を、①目標達成度、②実施の効率性、③計画の妥

当性、④自立発展性の見通し、の各観点から評価する。特に、プロジェクトの運営体制につい

て、センターが完成後に予定どおりＤＬＨの港湾調査設計部から調査研究部の一部として移管さ

れたかどうかを確認する。また、研究テーマの設定及び方法（水理模型実験、現地観測）を含む

これまでの実績と今後の課題について協議する。

　これらの中間評価の結果を踏まえ、協力終了までの活動計画について検討するとともに、トル

コ側関係機関、本プロジェクト関係者の双方に対し、今後のプロジェクト実施について必要な提

言を行う。

１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成１－２　調査団の構成

団長・総括　　高山　知司　　京都大学防災研究所教授

港湾工学　　　鈴木　康正　　運輸省港湾技術研究所水工部長

協力企画　　　上田　智子　　ＪＩＣＡ社会開発協力部ジュニア専門員
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１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程１－３　調査日程

日順 月日 曜日 調査内容 宿泊地

１ 7/27 月 成田～フランクフルト フランクフルト

２ 28 火 フランクフルト～アンカラ アンカラ

３ 29 水 ＪＩＣＡ事務所との打合せ 同上

大使館表敬

ＤＬＨ表敬

カウンターパート（Ｃ／Ｐ）との打合せ

４ 30 木 プロジェクト・サイト訪問 同上

専門家・Ｃ／Ｐとの打合せ（活動報告、活動計画、実施上

の問題点）

５ 31 金 移動：TK 393 アンカラ（07：45)～イズミール（09：05） イズミール

観測現場視察

６ 8/ 1 土 移動：TK 392 イズミール（19：00)～アンカラ（20：15） アンカラ

７ 2 日 資料整理 同上

８ 3 月 専門家・Ｃ／Ｐとの打合せ 同上

９ 4 火 ミニッツ協議 同上

10 5 水 ミニッツ署名・交換 同上

大使館・ＪＩＣＡ事務所報告

11 6 木 アンカラ～フランクフルト 機内泊

フランクフルト～

12 7 金 ～成田
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１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者１－４　主要面談者

〔トルコ側〕

(１) ＤＬＨ

Mr. Selahattin BAYRAK（副総裁）

Mr. Ugur TOPAL（副総裁）

Mr. Yusuf Ziya BOYACI（調査研究部長）

Mrs. Ülker YETGÍN（港湾調査設計部計画課長）

　

(２) トルコ・港湾水理研究センター

Mr. Engin BÍLYAY（センター長／海象調査研究室長）

Mrs. Bergüzar ÖZBAHÇECÍ（波浪研究室長）

Mr. Serdar ÜNLÜ（漂砂研究室長）

Mr. Cüneyt BÍLEN（漂砂研究室員）

Mr. Yilmaz KILAVUZ（漂砂研究室員）

　

(３) ＤＬＨイズミール地方建設局

Mr. Ali Kemal BUZLUK（次長）

〔日本側〕

(１) 在トルコ日本大使館

遠山　敦子（特命全権大使）

河南　正幸（二等書記官）

(２) ＪＩＣＡトルコ事務所

米林　達郎（事務所長）

内藤　　徹（事務所員）

∨
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２．要約２．要約２．要約２．要約２．要約

　本調査団は、｢トルコ港湾水理研究センター」プロジェクトに係る技術協力が３年あまりを経

過したことから、中間評価を行い、更に円滑なプロジェクトの運営に向け必要な助言及び指導を

行うため、1998年７月28日よりトルコを訪問した。その間、プロジェクト施設を視察するととも

に日本人長期専門家及びトルコ側Ｃ／Ｐから聞き取り調査を行ったほか、ＤＬＨを表敬、観測現

場への視察等を行った。これらの活動を通じて、本調査団が得たプロジェクト活動、助言すべき

事項についての主な所見は、次のとおりである。

(１) プロジェクトの現状

１) 全体的な評価

　1995年１月１日の協力開始以降、調査時点までのプロジェクト運営は、おおむね順

調と認められる。特にトルコ側Ｃ／Ｐの取り組みには熱意が感じられると同時に、プ

ロジェクトを所管しているＤＬＨの実施体制は、プロジェクトの運営に好ましい影響

をもたらしているものと評価できる。

２) プロジェクト活動の進捗状況

　トルコ側によって建設された実験施設に供与機材である造波機を設置し、水理模型

実験や実験結果の解析が進められている。また、供与機材であるワークステーション

を使用した数値計算によって、現地港湾の静穏度解析等を実施している。さらに、

フィールド調査についてもデータ収集や現地観測が効果的に行われている。その他、

これまでに大規模なセミナーも２回開催されており、大学や関連機関とのネットワー

クも強化されている。

　1998年３月にはセンター長が任命され、研究室にそれぞれ室長／室員を配置してお

り、効果的な技術移転が行われていることを確認した。また、残りのプロジェクト期

間内で、プロジェクト目標を達成すべく、双方が最大限の努力をすることで合意を得

た。

３) センターの運営・管理体制

　施設建設を含むトルコ側の予算確保に関し、トルコ側の相当な努力が見受けられる。

また、現在トルコにおいて新規職員の採用が難しい状況にあるなか、今般、ＤＬＨか

らトルコ政府に対し、技術者の新規採用が申請され、運輸省がこれを認めたと表明さ

れたことは、今後のセンターの更なる発展に向け、大きく前進したといえる。

　Ｃ／Ｐは当初の計画どおり９名が既に配置されており、施設建設はトルコ側により

完成されたことから、センターの活動を効果的に実施するための運営・管理体制は、

確立されていると判断した。
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(２) 今後のセンターの運営について

１) プロジェクト期間内のセンターの方向性

　プロジェクトの期間は残り１年６か月である。しかし、本格的な実験や観測が始まっ

たのは、1997年９月のセンターの開所以降であり、現時点では、技術の習得に関して

課題も多く、残された期間の日本人専門家及びＣ／Ｐ双方の努力が期待される。

２) プロジェクト終了後のセンターの役割

　トルコにおいては、近年、港や海岸の汚染が深刻な問題となっている。今後センター

で、フィールド調査や水理模型実験のみならず、港や海岸の環境問題、海岸浸食に対

する国土保全問題にも対処する役割が期待されている。そのため、トルコ側から本調

査団に対し、本プロジェクト終了後も、プロジェクト方式技術協力等の技術支援を期

待したいとの希望が述べられた。
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３．３．３．３．３．プロジェクトの進捗状況プロジェクトの進捗状況プロジェクトの進捗状況プロジェクトの進捗状況プロジェクトの進捗状況

３－１　３－１　３－１　３－１　３－１　日本側投入実績日本側投入実績日本側投入実績日本側投入実績日本側投入実績

(１) 専門家派遣

１) 長期専門家

　プロジェクトが開始されて以来、日本から派遣された長期専門家は、チームリーダー

（チーフアドバイザー）以下、次のとおりである。

鈴木　雄三 リーダー 1995年４月～1996年10月

鈴木　康正 リーダー／数値実験 1996年４月～1998年３月

（リーダー就任は1996年10月から）

村上　和男 リーダー 1998年４月～

佐藤　峯子 業務調整 1995年１月～

古川　正美 フィールド調査 1996年10月～

高　　隆二 水理実験 1997年４月～

２) 短期専門家

　日本の運輸省港湾技術研究所（港研）や大学等から、港湾及び海岸工学の専門家が

短期的に派遣され、それぞれの専門分野の講義を集中的に実施し、Ｃ／Ｐへの技術移

転を行っている。

ａ) 1995年度

平石　哲也 海岸波浪 運輸省港湾技術研究所

1995年６月23日～８月11日

永井　紀彦 波浪観測及びデータ観測 運輸省港湾技術研究所

1995年９月５日～10月13日

加藤　一正 漂砂及びシルテーション 運輸省港湾技術研究所

1995年12月１日～12月26日

小舟　浩治 波浪推算 運輸省港湾技術研究所

1996年１月13日～１月24日

平石　哲也 海岸波浪 運輸省港湾技術研究所

1996年１月10日～１月27日

※このほか、ワークステーションの設置工事のため、短期専門家が1995年12月に

派遣された。
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ｂ) 1996年度

合田　良実 海岸工学 横浜国立大学

1996年７月30日～８月12日

村上　和男 海岸環境 運輸省港湾技術研究所

1996年10月５日～10月19日

高山　知司 港湾工学 京都大学防災研究所

1997年３月23日～３月28日

中村　　豊 港湾工学 運輸省港湾局

1997年３月23日～３月28日

高橋　重雄 波力解析 運輸省港湾技術研究所

1997年３月24日～４月10日

ｃ) 1997年度

小笹　博昭 濁りの発生と拡散 運輸省港湾技術研究所

1997年９月３日～９月14日

平石　哲也 水理模型実験 運輸省港湾技術研究所

1997年９月14日～10月２日

菊池　喜昭 防波堤の設計 運輸省港湾技術研究所

1997年10月25日～11月12日

鶴谷　廣一 シルテーション 運輸省港湾技術研究所

1997年11月27日～12月13日

岡田　伸司 波高計据え付け 沿岸海洋調査（株）

1998年３月３日～３月27日

※このほか、造波機の設置工事、ワークステーションの移設工事のための短期専

門家が、1997年７～８月の間に派遣されている。破損していた自動電圧安定化

装置（ＡＶＲ）を新たに製作、輸送し、工事は完了した。

　また、現地波高計の設置専門家（沿岸海洋調査）が、1998年３月に派遣され

た。

ｄ) 1998年度

加藤　英夫 しゅんせつ 運輸省港湾技術研究所

1998年７月11日～７月25日

 （予定）・波浪推算

・海岸調査

・基礎の耐波実験
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・防波堤の設計

・海岸環境

(２) 機材供与

　主な供与機材は以下のとおり。

１) 1994年度

・報告書作成用パソコン

・ワークステーション

２) 1995年度

・多方向不規則波造波機（56ユニット中の40ユニット、残りは1996年度）

・２次元水路造波機

・現地観測波高計

・実験用計測器

・実験水槽用給水ポンプ及びパイプ（現地調達）

３) 1996年度

・多方向不規則波造波機（56ユニット中の残り16ユニット）

・現地観測波高計

・ジブ・クレーン及びパレットトラック（現地調達）

４) 1997年度

・デジタルカメラ、デジタルビデオカメラ等

・視聴覚機器（ビデオプロジェクター、ＯＨＰ）

・ワークステーション用数値計算プログラム（スペクトル法の波浪推算）

・ワークステーション用端末

・パソコン

５) 1998年度（予定）

・供与機材スペアパーツ

・水質調査機器

・波高計アレイセット

・水深データ作成システム

　維持・管理状況については、現在、現地観測波高計が１台故障中であるが、その他

の供与機材は水理実験、現地観測、推知計算、事務処理等に使用中であり、維持・管

理に問題はなかった。



－9－

(３) Ｃ／Ｐ研修（本邦）

　次の７名のＣ／Ｐがこれまでに日本で研修を受けた。

Mr. Engin BÍLYAY 1995年２月～３月　　　　

Mr. Mehmet ALTINTA 1995年10月～12月

Mr. Serdar ÜNLÜ 1996年５月～８月

Mrs. Bergüzar ÖZBAHÇECÍ 1997年５月～８月

Mr. Cüneyt BÍLEN 1997年５月～８月

Mr. Ürfi YERLÍ 1998年５月～８月

Mr. Aziz ÜNAL 1998年５月～８月

　なお、このなかの１名は現在Ｃ／Ｐから離れて調査研究部の他の課（Geophysical

Service Div.）に所属しているが、その他のＣ／Ｐは日本での研修成果を業務に有効に

活用している。

３－２　トルコ側投入実績及びプロジェクトの実施体制３－２　トルコ側投入実績及びプロジェクトの実施体制３－２　トルコ側投入実績及びプロジェクトの実施体制３－２　トルコ側投入実績及びプロジェクトの実施体制３－２　トルコ側投入実績及びプロジェクトの実施体制

(１) 組織

　トルコ側実施機関はＤＬＨである。ＤＬＨの本局組織はミニッツのANNEX ５－１に示

したとおりである。Ｒ／Ｄ上、センターは最終的には調査研究部（Research Department)

に属することとされていた。しかし、トルコ側が実験場や水槽等の施設建設を完了する

までの間、ＤＬＨの港湾調査設計部が担当部局となった。施設は1996年12月にほぼ完成

し、1997年12月に開催された合同委員会において、センターを港湾調査設計部から調査

研究部に移管することが正式に決まり、1998年１月に移管された。トルコ側担当者のラ

インは表－１のとおりである。

表－１　トルコ側担当者のライン

　調査研究部にはセンターのほかに、ミニッツのANNEX ５－２に示すとおり総務課と６

研究室があり、約90名が所属する組織となっている。

1997年12月まで 1998年１月以降

担当副総裁 Mr. Selahattin BAYRAK Mr. Ugur TOPAL

Project Manager Mr. Asaf KAYA Mr. Yusuf BOYACI

(港湾調査設計部長） (調査研究部長）

Director of the Center Mrs. Ülker YETGÍN Mr. Engin BÍLYAY

(港湾調査設計部計画課長）

ÇS

∨
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(２) 予算

　日本側・トルコ側によるこれまでの建設費・活動費に対する予算措置は、表－２のと

おりである。

表－２　予算措置　　　　　（単位：1,000円）

＊トルコ側による予算は、主に施設建設費・研究関連経費であり（給与・維持管理費は除

く)、研究予算・消耗品などに関して不十分である。

(３) Ｃ／Ｐの配置

　Ｒ／Ｄ上、大卒以上の９名の技術者がＣ／Ｐとして配属されることになっている。1998

年３月初めに最後の９人目のＣ／Ｐが配置され、フルメンバーとなった。しかしながら、

環境部門については漂砂研究室が担当しており漂砂問題で手一杯であり、環境問題に本

格的に取り組むには更に１～２名の補充が必要と思われる。具体的な配置は次のとおり。

１) 波浪研究室

室長　Mrs. Bergüzar ÖZBAHÇECÍ

　　　　　（Civil Engineer、中東工科大修士卒、1970年生）

室員　Mr. Ürfi YERLI

　　　　　（Civil Engineer、ユルドゥズ大卒、1969年生）

Miss Gulsen KIZIROGLU

　　　　　（Mechanical Engineer、フラット大卒、1960年生）

２) 海象調査研究室

室長　Mr. Engin BILYAY

　　　　　（Civil Engineer、イスタンブール工科大卒、英国で修士、1963年生）

日本側 トルコ側
　　　　　（上段：現地活動費、下段：機材費）

1994年 1,000 73,910
2,000

1995年 2,994 251,540
240,000

1996年 3,687 174,430
64,997

1997年 3,765 13,300
9,247
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室員　Mr. Selahattin BAYRAK

　　　　　（Mechanical Engineer、アンカラ大卒、民営化企業から移籍、1951年生）

Mr. Aziz ÜNAL

　　　　　（Geological Engineer、ハジェテペ大修士卒、1971年生）

３) 漂砂研究室

室長　Mr. Serdar ÜNLÜ

　　　　　（Geophysical Engineer、アンカラ大卒、1963年生）

室員　Mr. Cüneyt BÍLEN

　　　　　（Geophysical Engineer、ハジェテペ大修士卒、1971年生）

Mr. Yilmaz KILAVUZ

　　　　　（Geophysical Engineer、ハジェテペ大卒、1968年生）

　このほか、電気関係施設の保守点検をするエンジニアが２名、実験場内の清掃を担

当する者が２名常駐している。

(４) 建物及び付帯設備の整備

　1995年３月から開始された水理実験場の建設は、1996年12月でほぼ完了した。実験場

の建物、平面水槽（幅30メートル、長さ40メートル、高さ1.2メートル)、実験水路（幅

0.6メートル、長さ40メートル、高さ1.2メートル）等の実験施設、研究室や計算機室、

電気施設、水道施設等の整備はトルコ側が担当した。実験場は、ＤＬＨの本局から約10

キロメートル離れた、調査研究部の敷地内に建設されている。なお、同敷地内には調査

研究部の他の研究室の古い施設があったが、水理実験場の建設にあわせてすべて建て替

えられた。

　トルコ側が担当していた実験場の建設工事の進捗状況にあわせて、日本側による造波

機の設置工事を行うための短期専門家が、1997年１月下旬に派遣された。ところが、造

波装置等の梱包を解いたところ、ＡＶＲが大きく破損していることが判明した。この装

置は造波装置をはじめ、実験施設全体に電力を供給する要の役割をもっている。このた

め、ＪＩＣＡ本部等と取り急ぎ対応策を検討した結果、日本においてＡＶＲを再度製作

し、トルコへ輸送することとなった。

　ＡＶＲの製作が完了し航空便でアンカラへ輸送されたのは、同年７月初めであった。

ＡＶＲの到着を受けて、７月20日から造波装置の設置及びワークステーションの移設の

ための短期専門家が再度派遣された。特に造波装置は、製造後１年以上経過しているこ

とから、正常に作動するかどうか懸念されたが、大きなトラブルもなく設置工事を終了

することができた。
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　さらに、日本側が供与してＤＬＨの本局に設置され、既に使用されていた数値計算用

ワークステーションのシステム１式を、実験場内の計算機室に移設した。

　このように全体の施設が完成したあと、センターの開所記念式典が1997年９月10日、

盛大に開催された。開所記念式典には、日本側からは遠山大使、運輸省港湾技術研究所

海洋環境部の小笹部長（当時)、ＪＩＣＡトルコ事務所の佐々木前所長ら、またトルコ側

からは運輸大臣やＤＬＨ総裁らの高官を含めて、500名程度が列席し、新聞やテレビでも

大々的に報道された。

３－３　技術移転状況３－３　技術移転状況３－３　技術移転状況３－３　技術移転状況３－３　技術移転状況

(１) 海岸工学の基礎理論や水理実験法についての技術指導

　プロジェクトには９名のＣ／Ｐが配属され、すべて大卒以上である。しかし、１名を

除いて、プロジェクトに必要な海岸工学や水理実験についてのバックグラウンドをほと

んど持っていないため、それをまず教える必要がある。そこで、３名の長期専門家は

Ｃ／Ｐに対し、定常的に個別の技術指導を実施している。

　また、センターにおける最初の水理模型実験は、マルマラ海に計画されている新港に

ついて、港内静穏度と防波堤の安定性を検討している。この新港は、1995～1997年度に

わたってＪＩＣＡ調査団によって実施された「マルマラ海港湾開発計画調査」によって

提案されたものである。そこで、水理模型実験による港内静穏度の解析法や防波堤の安

定性実験法をＣ／Ｐに指導するとともに、平面模型や断面模型の製作法、実験に用いる

波の選定法などの技術指導も実施した。

　現在プロジェクトは基礎理論の勉強から次のステップの応用研究に移る段階に来てい

る。これから基礎理論はＣ／Ｐ１人１人が独自に勉強し、それを専門家がフォローする

のがよいと思われる。ただし実際の研究活動に関する指導はまだ不十分である。

(２) ワークステーションによる数値計算の実際問題への応用法の技術指導

　日本が供与したワークステーションには、港湾や海岸における技術的な問題を解析す

るための計算プログラムが入っている。それを使ってどのように実際問題を検討してい

くか、トルコ西部のエーゲ海にあるチェシメ港の静穏度問題をケーススタディとして指

導している。ケーススタディの結果に対して、ＤＬＨの設計サイドから追加検討の要請

があったが、それらもほぼ完了し、現在Ｃ／Ｐによる報告書の作成を検討中である。
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(３) 海岸工学のトルコ語の用語集やテキストの作成指導

　日本人専門家から技術移転されたトルコのＣ／Ｐは、更にその他のトルコ人技術者に

技術移転をしていく必要がある。そのために必要なトルコ語の用語集やテキストの作成

を指導している。近いうちに、成果品としてまとめることが期待される。

　(１)～(３）を実施するため、各長期専門家は週１回の個別の技術指導を実施してい

る。また、日本側とトルコ側の全体ミーティングを週１回開き、進捗状況の確認や実施

上の問題について議論することにしている。

(４) 短期専門家による講義

　日本から分野別の短期専門家を適宜派遣してもらい、それぞれの分野についてＣ／Ｐ

に対する集中講義を行っている。また短期専門家は、Ｃ／Ｐばかりでなく、ＤＬＨ以外

の技術者や大学の研究者及び民間人を対象とした講習会も開催している。

(５) 波浪観測データの解析及び波浪や漂砂の現地観測の技術指導

　黒海で測定された波の連続記録のデータ解析法、及びエーゲ海沿岸での波浪観測の実

施、漂砂に関する現地調査法等の技術指導を行った。

(６) セミナーの開催状況

　これまでに２回のセミナーが実施された。第１回目は1997年３月に海岸工学及び港湾

工学をテーマとして日本側から４名の講師、トルコ側から６名の講師を招いて開催され

た。第２回目は1998年３月に港湾建設局における技術的問題点をテーマに、各建設局の

技術者を発表者として開催された。詳細は以下のとおりである。

１) 第１回目のセミナー（1997年３月27日～28日）

　メインテーマ「New Developments in Coastal Engineering」

　日本側講師　

京都大学防災研究所 高山教授

運輸省港湾局　海岸・防災課 中村課長

港研水工部耐波研究室 高橋室長

本プロジェクト 鈴木康正チーフアドバイザー

　トルコ側講師

ＤＬＨ港湾計画課 エトキン課長

ユルドゥズ大学 チェビク教授
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イスタンブール工科大 カプダシュル教授

中東工科大学 ウズハン教授

中東工科大学 ヤルチネル教授

中東工科大学 エルギン教授

　セミナーには、ＤＬＨ職員、他省庁職員、大学関係者及び民間人らが50名以上参加

し、活発な質疑が行われた。なお、発表論文をプロシーディングスとして取りまとめ、

センターの報告書第１号として印刷した。

２) 第２回目のセミナー（1998年３月19日～20日）　　　　

　ＤＬＨの実務技術者等が参加するＤＬＨセミナーを、２日間にわたって開催した。

セミナーの第１日目は、港湾建設工事の実施を担当している６つのＤＬＨ地方建設局

から、工事の実施状況及びそれにかかわる技術的な問題についての発表があり、質疑

が行われた。２日目には、中東工科大等から防波堤の安定性及び海岸漂砂等について

の研究成果が紹介された。その後、センター側からセンターの造波機等の施設や活動

内容の概要を紹介するとともに、造波水槽と造波水路において水理実験のデモンスト

レーションを行った。参加者は、ＤＬＨの技術者、大学関係者、民間会社の技術者等、

合計100名近くに達したが、全体としては、活発な議論が行われ、また特に造波機を用

いた水理模型実験を興味深く見入っていた。第１回のＤＬＨセミナーとしては大変成

功したと考えているが、今後このようなセミナーを毎年継続し、内容も更に充実して

いく必要がある。

(７) 教材等の整備状況

１) トルコ語教材の作成状況

　長期専門家、短期専門家による講義ノートは英語によって作成している。Ｃ／Ｐは、

これらのノートを基にトルコ語による海岸工学のテキストを作成中である。現時点で

ほぼ70％の完成度である。

　また、海岸工学の専門用語についてのトルコ語－英語用語集を作成中である。これ

に関しては原稿はでき上がっており、最終チェックを残すのみである。

２) 研究成果の発表実績

　1996年11月にサムソン（Samsun）で実施されたトルコ国内の第１回海岸工学講演会

で、鈴木康正前リーダーとＣ／Ｐとでセンターを紹介する論文を発表した。また、セ

ンターで実施したＣ／Ｐの研究成果を、1998年11月に地中海側のメルシン（Mersin）

で実施されるトルコ国内の第２回海岸工学講演会に、２編発表予定（採択された）

である。さらに、1999年に南アフリカで開催される国際会議（ＣＯＰＥＤＩＣ）に
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Abstract２編を投稿中である。

(８) 大学との連携

　センターのＣ／Ｐの技術力は向上してきているとはいえ、大学の研究レベルに比べて

まだまだ不十分である。しかし、Ｃ／Ｐに高度な技術に接する機会をもたせ知的な刺激

を与えるには、今の段階から大学等との共同研究を行うことも有効であると考えられる。

幸い、中東工科大学、ユルドゥズ大学、ガジ大学などや、天然資源・エネルギー省の水

理研究所、あるいは民間会社から協力関係の申し入れがあった。今後はその実現に向け

て、努力していく必要がある。

　また、鈴木康正前リーダーに対して、中東工科大学土木工学部から、海岸工学関連の

修士及び博士論文審査委員の１人として参加するよう要請があり、論文審査会に参加し

ていた。さらにトルコの複数の大学からリーダーに対して、大学の修士課程や博士課程

における講義の実施、またプロジェクトのなかにおける学生の指導の要請がきている。

今後はそれらの要請に対する対応も行っていく必要がある。
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４．現地視察結果４．現地視察結果４．現地視察結果４．現地視察結果４．現地視察結果

　本調査のなかで、実際のトルコにおける港湾計画についての調査及びプロジェクトで設置して

いる機材（波高計）を利用した調査がどのように行われているかを確認するため、調査団はイズ

ミールで現況の視察を行った。

４－１　現地観測の進捗状況４－１　現地観測の進捗状況４－１　現地観測の進捗状況４－１　現地観測の進捗状況４－１　現地観測の進捗状況

　現在、1996年度に供与した波高計を使ったイズミールでの現地観測が進められている、その

データ収集と解析の進捗状況について調査することを目的として、イズミールへ向かった。波高

計は、イズミールから北へ約３時間ほど車両で移動し、キャンダルル（Candarli）湾付近の海岸

から船で30分ほど沖へ出た所に設置されている。

　波高計は海底に設置されており、２時間ごとに水位変動、水平２方向の流速データを取得でき

る。データは一定期間メモリーパッケージに記録し、定期的（２か月ごと）に専門家とＣ／Ｐが

カセットを交換している。取得したデータはセンターへ持ち帰り、解析が行われている。

　今後、プロジェクトでは更に波高計の設置点を増やし、海岸浸食が深刻なアルチノバ

（Altinova）においてもデータを取得し解析を行いたいとしている。

４－２　トルコの新港計画における海岸浸食・港の汚染問題４－２　トルコの新港計画における海岸浸食・港の汚染問題４－２　トルコの新港計画における海岸浸食・港の汚染問題４－２　トルコの新港計画における海岸浸食・港の汚染問題４－２　トルコの新港計画における海岸浸食・港の汚染問題

　現在トルコ政府により、キャンダルル湾付近でキャンダルル新港計画が進められている。トル

コ政府は新港を計画するにあたり、近年深刻化している海岸浸食・港の汚染問題にも対処するこ

とを課題としている。

　本調査団は、実際に海岸浸食が進んでいるアルチノバ海岸（冒頭の写真参照）において、海岸

浸食の現場を視察した。概要は次のとおり。

・アルチノバ市は人口１万人（夏期は６万人）

・1970年ごろから海岸浸食が始まる

・1970年以降、海岸は600メートル以上後退し、近年では年間約60メートル海岸線が後退し

ている

　海岸浸食の主な原因として、次の問題がある。

・別荘建設のためのマドラ（Madra）川からの土砂採取

・マドラ川上流における灌漑用のダム建設（1987年ごろに建設開始）

　アルチノバの海岸の住民は、この海岸浸食に備えて非常に短い突堤を独自で建設している。海

岸は公共のものであるため（海岸線から100メートルは公共）住民が構造物を造ることは禁止さ

れているが、官側に海岸浸食を防止する手だて（予算）がないことから、突堤の建設は黙認され

ているとのことである。
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５．５．５．５．５．今後の計画今後の計画今後の計画今後の計画今後の計画

５－１　日本側投入計画５－１　日本側投入計画５－１　日本側投入計画５－１　日本側投入計画５－１　日本側投入計画

(１) 専門家派遣

　長期専門家については、1998年10月に満了する古川専門家の任期を１年延長すること

で、手続きを開始した。高専門家は1999年４月、村上リーダーはプロジェクト終了の1999

年12月までがそれぞれの任期となっているが、プロジェクト終了まで調整員を含めた現

在の４名の長期専門家で対応する予定である。

　短期専門家に関しては、1998年度の予定は既に示したが、1999年度は波浪関連の模型

実験のほかに、漂砂の模型実験、底質改善等の専門家の派遣が必要と思われる。

　またプロジェクトの終了年度にあたって、日本側、トルコ側の講師によるセミナーを

開催する予定である。

(２) 機材供与

　1998年度に関しては既に述べたとおりであるが、1999年度は漂砂や沿岸流の流れの現

地調査機器、平面水槽の消波材、造波機の総点検等が必要と思われる。

(３) Ｃ／Ｐの日本研修

　1999年度のＣ／Ｐの日本研修に対し、トルコ側から１名の高級研修員と２名の一般技

術者の受入れ希望があった。

５－２　５－２　５－２　５－２　５－２　今後の研究計画今後の研究計画今後の研究計画今後の研究計画今後の研究計画

(１) 現在の研究課題

　現在３研究室は、次の問題に取り組んでいる。

１) 波浪研究室

　マルマラ新港の静穏度実験と構造物の安定実験

２) 海象調査研究室

　フィリオス（Filyos）の波浪データ解析と、タバクル（Tavakli）とキャンダルルで

の波浪観測の実施

３) 漂砂研究室

　アルチノバの海岸浸食問題と、マルマリス（Marmaris）の環境影響評価
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(２) 今後の研究

　今後の研究計画は、次のとおりである。

１) 波浪研究室

　マルマラ新港の静穏度実験及び構造物の安定実験を1998年８月までに終了し、その

後静穏度実験に関しては数値シミュレーションとの比較を行って、マルマラ新港の防

波堤の最適配置について検討する。また、構造物の安定実験に関しては、経済的な重

量のブロックの配置を検討する。マルマラ新港の実験のあとは、黒海側のフィリオス

港の静穏度実験を検討中である。

２) 海象調査研究室

　フィリオスで得られた波浪データ（1995～1996年）解析の終了後、現在行われてい

るタバクルとチャンダルルでの波浪観測のデータ解析を実施する。また、波浪観測の

結果と周辺での風の観測結果から相互の相関を取り、風の記録から波を推算する手法

を検討する。

３) 漂砂研究室

　現地の海岸浸食や、沿岸流の流れの研究に着手したばかりである。アルチノバの海

岸浸食問題を取り上げて、過去、現在の海岸地形等のデータを収集し、どの程度の海

岸浸食が起こったか、その原因、及び対策について、現地調査、数値シミュレーショ

ンを通して検討する。また、トルコ国内の他の海岸の浸食問題、流れの問題に関して

もデータを収集する。
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６．今後の取り組み・調査団所見６．今後の取り組み・調査団所見６．今後の取り組み・調査団所見６．今後の取り組み・調査団所見６．今後の取り組み・調査団所見

　センターの各研究室はそれぞれの調査テーマをもち、Ｃ／Ｐ自らが数値計算や実験を行いなが

ら与えられた課題に取り組んでいる。しかしながら、現在のところまだ十分な知識と経験がない

ために、どのようにして課題を解決すればよいのか分からない状態にあるといえる。Ｃ／Ｐが非

常に熱心であるために、今後数年かけて技術移転を行えば、センターはトルコの海岸工学の中心

として指導的役割が担えるようになると期待できる。

　Ｃ／Ｐの熱心さを示す１例を次に示す。

　1996年トルコ国内の第１回海岸工学講演会が開催され、1998年には第２回が開催される。この

講演会に２つの論文をセンターから発表することになっており、これらの論文をどのようにまと

めればよいかについて質問された。この討論は２日間にわたって行われ、非常に活発かつ有意義

であり、Ｃ／Ｐの能力に期待がもてる。

　技術雑誌購入の件については、調査研究部のボヤヅ（BOYACI）部長との会見で、予算を確保

し、トルコ側で購入する必要性があると述べたところ、そのようにするとの回答を得ている。

６－１　６－１　６－１　６－１　６－１　センターにおける今後の調査課題センターにおける今後の調査課題センターにおける今後の調査課題センターにおける今後の調査課題センターにおける今後の調査課題

　センターのビルヤイ（BÍLYAY）センター長に今後の調査・研究計画について尋ねたところ、今

後も前述の調査課題が続くことになるとのコメントであった。そのなかでもマルマラ新港の静穏

度実験と捨石堤の安定性については、1998年中には終了したいとのことであった。その他、数値

計算によるフィリオス港の静穏度解析が民間企業から依頼されることになっており、数値計算の

あとは計算結果の妥当性を検証するための水理模型実験を開始するだろうとのことであった。

　このように、センターの重要性はＤＬＨ内だけでなく民間企業からも評価されており、セン

ターがこれらの調査を通して精度の高い調査結果を提出することにより、更にその評価は高くな

ると予想される。センターの陣容や実験・調査資機材が整い、調査を開始し始めた現在が非常に

重要な時期であると思われる。ここで着実に成果をあげることができれば、センターの将来の発

展が期待できる。日本からの積極的技術移転の必要な時期でもあり、最も効率良く技術移転がで

きる時期でもあると考える。

　ミニッツの記載にもあるとおり、センターの技術者の定員増が運輸省によって認められたこと

がバイラク（BAYRAK）副総裁から知らされた。トルコ政府が公務員の定員増を抑制している状況

にありながら定員増が認められたことは、センターが高く評価されている証拠であると判断して

いる。
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６－２　６－２　６－２　６－２　６－２　センターの将来の発展センターの将来の発展センターの将来の発展センターの将来の発展センターの将来の発展

　既に述べてきたように、｢港湾水理研究センター」プロジェクトは、一部の資材供与が遅れた

ことを除けば、日本側及びトルコ側の関係者の努力によって当初の計画どおり順調に遂行されて

きている。しかし、造波機等が整備されたことによって1997年９月に開所式が行われ、まだ１年

も経過していない。そのために、調査成果の報告書はまだ発表されておらず、現在、調査継続中

である。調査に従事しているＣ／Ｐは非常に熱心で、日本側の専門家の手を煩わせることなく、

造波機の操作やデータ収集ができるようになっている。しかしながら、Ｃ／Ｐの知識と経験はま

だ十分でなく、自らが調査を計画し、データを整理して、報告書を作成するまでには至っていな

い。

　日本人の長・短期専門家が調査の開始段階からかかわり、どのような調査を行うか、調査結果

をどのように判断するか、報告書の作成法も含め、更に進んだ技術移転が必要である。

　本プロジェクトの目的は、水理模型実験や現地調査によって港湾構造物等を合理的また経済的

に計画・設計する技術の確立を図ることである。しかしながら、トルコの港湾をとりまく社会情

勢は大きく変化してきている。例えばイズミール港を典型的な例として、港湾内の水質汚染が大

きな社会問題となっており、港湾の開発にあたっても水質環境への影響を予測しなくてはならな

い状況になってきている。また、アルチノバ海岸では建設資材として河川砂利が採取されたり、

ダムが建設されたことによって海浜が大きく浸食され、大きな社会問題になっている。このよう

に、港湾内の水質環境の改善や海岸浸食に対する国土保全が大きな問題となってきており、港湾

の開発にあたってもこれらを無視することができなくなってきている。

　これらの問題は、現在のプロジェクトが目的とする範囲を超えているが、現有の平面水槽を改

良し、流れの発生も可能にし、水質関連の実験ができるようにすることが１つの対応策として考

えられる。現存の施設を改良して、水質環境の問題を取り扱うことが可能であるならば、セン

ターの新たな発展にとり、非常に有効である。
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付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料付　属　資　料

資料１　ミニッツ資料１　ミニッツ資料１　ミニッツ資料１　ミニッツ資料１　ミニッツ

資料２　トルコ港湾水理研究センターパンフレット（プロジェクト作成）資料２　トルコ港湾水理研究センターパンフレット（プロジェクト作成）資料２　トルコ港湾水理研究センターパンフレット（プロジェクト作成）資料２　トルコ港湾水理研究センターパンフレット（プロジェクト作成）資料２　トルコ港湾水理研究センターパンフレット（プロジェクト作成）
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